
◎住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

の一部を改正する法律 
（平成二九年四月二六日法律第二四号）   

一、提案理由（平成二九年四月五日・衆議院国土交通委員会） 

○石井国務大臣 ただいま議題となりました住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給

の促進に関する法律の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げま

す。 

 我が国においては、例えば、単身高齢者について、今後十年間で百万世帯の増加が見

込まれるなど、高齢者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者について、安心

して暮らせる住宅が確保できる住宅セーフティーネット機能の強化が重要な政策課題と

なっております。一方、住宅ストックの状況は、空き家、空き室が多く存在するととも

に、引き続きその増加が見込まれていることから、こうした空き家等の有効活用が課題

となっております。このため、空き家等を活用した住宅セーフティーネット機能の強化

を図る必要があります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、地域の住宅事情に応じた柔軟な施策展開を図るため、都道府県及び市町村が

住宅確保要配慮者向けの賃貸住宅の供給促進計画を作成することができることとしてお

ります。 

 第二に、住宅確保要配慮者向けの民間賃貸住宅の供給を促進するため、住宅確保要配

慮者の入居を拒まない賃貸住宅について、都道府県知事等による登録制度を創設し、登

録を受けた賃貸住宅の情報を広く提供するとともに、賃貸人に対して必要な監督を行う

こととしております。 

 第三に、住宅確保要配慮者の円滑な入居を支援するため、支援活動を公正かつ適確に

行うことができる法人を居住支援法人として指定できることとすること、生活保護受給

者の住宅扶助費等について代理納付を推進するための措置を講ずること、適正に家賃債

務保証を行う業者について独立行政法人住宅金融支援機構による保険の引き受けを可能

とすること等の措置を講ずることとしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由です。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成二九年四月一一日） 

○西銘恒三郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、高齢者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の

供給促進を図るための措置を講じるものであります。 



 その主な内容は、 

 第一に、都道府県及び市町村が住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅供給促進計画を作

成することができること、 

 第二に、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅について、都道府県知事等によ

る登録制度を創設すること、 

 第三に、住宅確保要配慮者の居住支援活動を公正かつ適確に行うことができる法人を

居住支援法人として指定できること 

などであります。 

 本案は、去る四月四日委員会に付託され、翌五日石井国土交通大臣から提案理由の説

明を聴取し、七日、参考人から意見聴取を行い、質疑を終了いたしました。 

 質疑終了後、本案に対し、日本共産党から修正案が提出され、趣旨説明を聴取した

後、採決の結果、修正案は否決され、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべき

ものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年四月七日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを 

期すべきである。 

一 本法による住宅セーフティネット機能の強化とあわせ、公営住宅をはじめとする公

的賃貸住宅政策についても、引き続き着実な推進に努めること。 

二 低額所得者の入居負担軽減を図るため、政府は必要な支援措置を講ずること。 

三 高齢者、低額所得者、ホームレス、子育て世帯等の住宅確保要配慮者について、入

居が拒まれている理由など各々の特性に十分配慮した対策を講ずること。 

四 住宅確保要配慮者が違法な取立て行為や追い出し行為等にあわないよう、政府は適

正な家賃債務保証業者の利用に向けた措置を速やかに講ずること。 

五 住宅セーフティネット機能の強化のためには、地方公共団体の住宅部局及び福祉部

局の取組と連携の強化が不可欠であることから、政府はそのために必要な支援措置を

講ずること。 

六 災害が発生した日から起算して三年を経過した被災者についても、必要が認められ

るときには、住宅確保要配慮者として支援措置を講ずること。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成二九年四月一九日） 

○増子輝彦君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ 

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るため、都道府県 

及び市町村による賃貸住宅供給促進計画の作成、住宅確保要配慮者の円滑な入居を推進 

するための賃貸住宅の登録制度の創設、住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等の措置 



を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、住宅確保要配慮者の定 

義、住宅セーフティーネット機能の強化方策、入居を拒まない民間賃貸住宅の登録の促 

進、家賃補助の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御 

承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの 

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年四月一八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全 

を期すべきである。 

一 本法による住宅セーフティネット機能の強化と併せ、公営住宅を始めとする公的賃

貸住宅政策についても、引き続き着実な推進に努めること。 

二 低額所得者の入居負担軽減及び安定的な住宅確保を図るため、政府は予算措置を含

め必要な支援措置を講ずること。 

三 高齢者、障害者、低額所得者、ホームレス、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入

居が拒まれている実態について、国土交通省と厚生労働省とが十分に連携し、住宅政

策のみならず生活困窮者支援等の分野にも精通した有識者や現場関係者の意見を聞き

ながら、本法律の趣旨を踏まえ、適宜調査を行うなど、各々の特性に十分配慮した対

策を講ずること。 

四 住宅確保要配慮者が違法な取立て行為や追い出し行為等にあわないよう、政府は適

正な家賃債務保証業者の利用に向けた措置を速やかに講ずること。 

五 地方公共団体による賃貸住宅供給促進計画について、その策定の促進を図るととも

に、地域の住宅確保要配慮者の実情に即し、かつ空き家対策にも資する実効性のある

ものとなるよう、必要な支援を行うこと。 

六 住宅セーフティネット機能の強化のためには、住宅確保要配慮者居住支援協議会の

設立の促進とその活動の充実等を図ることが重要であり、また、地方公共団体の住宅

部局及び福祉部局の取組と連携を強化することが不可欠であることに鑑み、各地域の

実態を踏まえ、必要な支援を行うこと。 

七 災害が発生した日から起算して三年を経過した被災者についても、必要が認められ

るときには、住宅確保要配慮者として支援措置を講ずること。 

 右決議する。 


